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─教育政策の実証分析入門─」

 東京大学社会科学研究所教授　　田中　隆一

本日は「教育を科学する　─教育政策の実証分
析入門─」というタイトルでお話しさせていただ
きます．
「教育を科学する」いうタイトルはどういう意

味なのか，最初に皆さんと簡単に確認したいと思
います．「教育を科学する」という言葉の意味は
なんとなくわかるような気もするのですが，私は
いつも「広辞苑」などの辞書を引っ張ってきて，
それぞれの単語がどういう意味なのか調べたりす
ることから始めます．
まず「教育」ですが，辞書によると，「教育と

は教え育てること．望ましい知識・技能・規範な
どの学習を促進する意図的な働きかけの諸活動」
ということです．皆さんもいま教育活動の一環と
して大学でいろんなことを学んでいらっしゃるの
で，何をいまさらという感じですが，教育という
のは基本的に知識などを学ぶ活動のことを指して
いるということです．
次に「科学する」という「科学」とはどういう

ことなのか．また辞書的に考えてみると，「世界
と現象の一部を対象領域とする，経験的に論証で
きる系統的な合理的認識」とありました．なんと
なくよく分からないけれども，「教育を科学する」
を私なりに理解すると，学習とか教育活動とか知
識の伝達という諸活動に関する系統的な合理的認
識を経験的に論証していくということかなと思い
ます．
「経験的に論証する」というのを一言で言って

しまえば，実証分析をやるということです．デー
タをとってきて，そのデータで諸活動が本当に何
かいいことを生み出しているのか，効果的な教育
活動というのができているのかということを調べ
るというのが基本的な考え方で，それによって得
られた世界像，それによって得られた知識・知見
が幾つかある，そういったものを総体して「合理
的な認識」と呼んだりすることがあるのだろうな
と想像しています．
さらに「教育政策の実証分析入門」と書きまし

たが，「教育政策」という言葉の定義をもう少し

きちんと明確にしておきたいと思います．まず
「政策」の英語はpolicyですけれども，「望ましい
目標を達成する手段」と訳されています．日本語
で「政策」と言うと，霞が関とか官公庁でやって
いることというようなイメージがあるのですが，
policyという言葉自体は行政がやる政策だけでは
なくて，ありとあらゆる「何か目標を設定して，
その目標を達成するための手段とかやり方」一般
を指します．
きょう皆さんに紹介する「教育政策」というの
は，どちらかと言うと行政寄りの話だったりする
のですが，一般的にはたとえば「子育ての仕方」
もある意味「教育政策」の中に入ってくるので，
必ずしも行政的な政策形成だけの話ではありませ
ん．
もちろん「政策」というのは手段であって，何
か目的を達成するためのものでなければならない
のですが，では「教育の目的」って何なのか．た
とえば教育基本法という日本の教育の憲法みたい
な法律をチェックしてみると，「教育基本法第1
条」，一番上のところに「教育の目的」として，「教
育は，人格の完成を目指し，平和的な国家及び社
会の形成者として，真理と正義を愛し，個人の価
値をたっとび，勤労と責任を重んじ，自主的精神
に充ちた心身ともに健康な国民の育成を期して行
なわれなければならない」と書いてあります．皆
さんがいままで受けてきた学校教育の目的も実は
これだったので，「心身ともに健康な学び」をし
ていただければ，おそらくその目的は達成された
ということになります．
では「政策」というのは望ましい目標を達成す
るための手段であり，「教育」の目的が人格完成
ということであるのであれば，人格を完成するた
めのいろいろな手段というのが「教育政策」とな
ります．たとえば小学校1年生から中学校3年生ま
での9年間の「義務教育」は典型的な「教育政策」
ですが，その目的は「人格を形成して，健康な国
民の育成を行なう」ということだったということ
になります．
別の「教育政策」の例として，「学習指導要領」
というのを皆さん聞いたことがありますでしょう
か．小学校・中学校の義務教育段階，その後の高
校でもそうなのですが，「学校で何を学ぶべきか」
というガイドラインが文部科学省によって定めら

- 50 -



れて，それに基づいて教科書をつくり，学校で何
を教えるか決まっています．それを決めている冊
子，決まりが「学習指導要領」で，目的を達成す
るための政策が設定されています．
このように教育政策というのは行政的な観点か

ら見ると「教育の目的」を達成するために法律と
か規制とか資源配分を通じて教育活動をコント
ロールすることになります．
きょうのタイトルに「教育政策の実証分析入

門」と書きましたけれども，では教育政策の実証
分析とは何か．「実証」は「確かな証拠をもって
証明すること．事実によって明らかにすること」
です．「教育政策の実証分析」は，明確に設定さ
れた教育の目標がまずあって，その目標を達成す
るための手段がきちんと目標を達成できているか
どうかということをデータから検証しよう．それ
によって，本当に目標が達成できているかどう
か，達成できているとしたらどの程度達成できて
いるのか見ていこうというのが教育政策の実証分
析になります．

Q　教育の政策は国の政策によってやるという
ことですが，国の教育の目的は一個人ごとなのか
国民全体なのか，目的を達成したというときはど
こを見ようとしているのか．
田中　非常に鋭いご質問で，「目的を見る」と

いうのもいろいろなレベルがあって，よく私たち
がデータを使って見る場合，「平均」というのを
最初に見て，平均的に教育成果が変化したかとか
いうのを見るのですが，「平均」とは一体誰なの
か．「平均の人」というのは実は私たちが見てい
るデータの中にはいないわけです．
他方，特に最近の教育の政策において重要視さ

れているのが「個に応じた学び」です．そのとき
には「一人ひとりに対してどういう成果が発生し
たのか」を見極めるのが大切になってくる．
どこに目標を設定するのかということによっ

て，何を見ないといけないのかということは変
わってきますし，それによって見ることができる
場合もあれば，見ることができない場合もある．
特に個々の児童生徒に対する影響を完全にみよう
とすることは，基本的に不可能だと私は思ってい
ます．
「教育基本法」のスピリッツに戻ると，「平均

の人」というのは国全体という視点から書かれて
いて，特にこの中に「平和的な国家及び社会の形
成者として」とあるので，おそらく対象となって
いるのは「国家」，国全体というのが対象になっ
ていると解釈できるのではないかと思います．

Q　基本法自身が古いんですね．
田中　新しくはないと思います．
Q　しかし，戦後ではある．
田中　1947年以降の「教育基本法」ですから，
戦後の考え方ではあります．ただし，国の政策と
して教育という考え方はあると思います．

Q　国全体の国家を強めるとかそういう概念で
つくられているというイメージですか．
田中　そのような考え方もあると思います．た
とえば義務教育はこういう考え方に裏付けされた
政策だと解釈することもできます．「国民は教育
を受けなければいけない」．受けないという選択
肢は与えられていない．なぜならば，誰一人，国
家の目的から逃さないようにする．そういう意味
では，全体主義ではないですが，「国家」を意識
しているように思えます．だからこそ，義務教育
というのは国が全てきちんと面倒を見る，教育財
政に関してもきちんとバックアップしていくこと
が法律的に担保されているという考え方に繋がっ
ているのだと思います．

教育の実証分析というのは，教育の目的が達成
されているかどうか，データから判断しようとい
う話ですが，教育政策の目的がきちんと達成でき
ているのかということ以前に，「そもそも教育と
いうのは本当に重要なのですか」という疑問があ
ります．皆さんは，今ここで私の話を聞いている
わけですが，それもある意味，教育の一環として
聞いているわけです．しかし，そもそも教育とい
うのはどのぐらい大切なのか，あなたにとってど
のぐらい大切なのか，また国にとってどのぐらい
大切なのか，私にとって皆さんが学ぶということ
はどのぐらい大切なのか，いっぺん立ち止まって
考えてみてもいいかもしれません．
私の専門は経済学で，教育経済学という観点か
ら「教育が重要であるか」を考えると，少なくと
も2つの観点から教育は非常に重要だと思ってい
ます．まず1つ目は個人にとって教育は重要です．
つまり，教育を受けることによって，たとえば将
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来の所得が変わってくる．大学卒の人と高校卒の
人の平均的な所得を比べると，そこにはやはり違
いがある．それは教育の経済的な重要性を示して
いると言えます．
（資料6）　これは1950年から2015年までのデータ
ですが，いろいろな国のいろいろな年に計測され
た教育の収益率と呼ばれるものをプロットしたも
のです．教育の収益率というのは1年長く学校に
行くことによって所得（年収）が何％増えるのか
ということを表した数字です．この図を見ると収
益率は基本的に全部ゼロ以上なので，教育を1年
プラスで受けることであなたの年収は何らかのか
たちで高くなっていることがまず分かります．し
かも，教育の重要性は1950年から2015年まで見て
も，あまり変わらない．もちろん国や時期によっ
て，収益率が高かったり低かったりしますが，平
均的に見ると大体10％弱ぐらいになっていること
がわかります．
皆さん，いま銀行に普通預金でおカネを預ける

と金利は年率で何％ぐらいかご存じですか．多分
0.001％ぐらいです．教育に1年余計にかけると
10％以上所得が増えるということなので，1000倍
以上のお得な資産運用と言えるかもしれません．

Q　縦軸は生涯所得なのか年収なのか，どうい
う基準で賃金が上がるんですか．
田中　これを調べるときは横断面データを集め

ているので基本的に年収を使っていますが，増加
率なので，生涯所得を用いても似たような結果が
出てきます．

Q　年収だと，高校を出て働いた場合と，大学
まで進学した場合の失われた賃金部分とかを考え
たことがあるんですが，同じ22歳の段階での賃金
を比較してどうなのか．
田中　ここでお見せしているデータは基本的に

年収で，生涯所得とかいうのは基本的に考慮して
いないような結果になっています．ただし，賃金
プロファイルを考慮する収益率の計算方法もあり
ます．今お見せしている結果は基本的に回帰分析
で推定した結果ですが，それと別に教育の内部収
益率を賃金プロファイルを使って計算するという
方法があって，それは大学へ行く授業料などの費
用も考慮して，大学に行くことの純収益の割引き
現在価値と，高校を卒業して働くことから得られ

る賃金から計算される純収益の割引き現在価値が
ちょうど同じになる割引率を内部収益率として計
算する．それをやると，いまおっしゃったみたい
に，何歳まで働けるのかとかも学歴によって変
わってきますから，そういったところも考慮した
収益率の計算ができます．
ここで言いたいことは，非常に単純だけれど

も，長い歴史をもって計測され続けている教育の
収益率というものは時間を通じてもかなり安定的
に，しかも一貫してプラスであるということで
す．大学に行くと給料が下がるんだったら誰も行
かないけれども，そんなことにはなっていませ
ん．
（資料7）　次に，大学に行くことの年率の収益率
をいくつかの国で比較してみたものがこちらのグ
ラフです．ここでは社会的な収益率と私的な収益
率と2つお見せしているのですが，私的な収益率
というのは単純に，大学へ行ったことによってど
れだけ給料が高くなったのかということに加え
て，あなたが大学に行くときに払った授業料だけ
を考慮して，自分の純収益がどれだけ増えるのか
を計算したものです．それに加えて，たとえば大
学へ行くときに奨学金をもらえたりしますが，奨
学金を払うためにどれだけの税金が使われている
のかとか，大学へ行くことによって犯罪確率が減
るとか，それによって社会的によくなるというよ
うなところまでも考慮したやり方が社会的な収益
率と呼ばれるものです．
どっちの収益率を見ても，たとえばOECDの平

均値を見ると，大学に行くと年率で私的収益率は
男性で14％，女性で12％になります．つまり，男
性だと，大学に1年行くと所得が14％高くなる．
日本だと，男性の場合はOECDよりもかなり減っ
て8％の収益率で，女性の場合3％という非常に低
い値になっている．これは小黒先生がOECDのレ
ポートから引用されていた数字です．
日本の私的収益率は男性8％，女性3％で，

OECDの平均と比べても低いのですが，社会的な
収益率を見ると日本は結構高くて，男性だと
21％，女性だと28％ですので，どちらを見るのか
で教育の重要性が変わってきます．このように個
人の観点から見て教育を受けることによってどの
くらいの便益があるのか，いいことがあるという
のは収益率を見ることによってある程度分かりま
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す．
大学に行くと生涯所得が増える．それで大学へ

行くことは大切じゃないと思う方がいれば，ぜひ
後で私に教えてください．そういう意見を私は募
集しているので，ぜひ聞かせてもらえればありが
たいと思います．
さて，先ほど教育の対象は「国家」なのか「個

人」なのかという話も出ましたが，「国」の単位
で教育の重要性を語るような研究もあって，教育
は一国の経済成長率を高くしてくれるという研究
結果もあります．
（資料8）　国際比較可能なTIMSSと呼ばれる数学
の学力テストが実施されています．いろんな国の
小学校4年生と中学校2年生を対象として，その人
たちに世界共通の算数・数学のテストを受けても
らって点数が何点だったか調べるというもので
す．国際比較可能な数学のテストで，理科も調べ
ています．いまは4年おきに実施されていますが，
1965年に第1回が実施されて，その後不定期に実
施されていました．1965年のテストで日本は第2
位でした．1970年は第1位が日本で，81年も日本
は1位です．それからだんだんと下がって，それ
でも日本は1991年でも結構高いところにいる．そ
れぞれの国で大学を卒業した人が何％いるのかと
いうのも一つのその国の教育力の測り方ですが，
国際比較可能なテストを使うことによって，その
国の人たちの数学力がどのぐらいあるのかという
のが分かります．
（資料9）　これはHanushekとKimkoの2000年の研
究の結果ですけれども，「その国の何％の人が高
校を卒業しているのか」というのはその国の一つ
の教育力・人的資本の水準だという考え方をし
て，彼らはそれを「quantity of schooling（教育の
量）」と呼んでいます．この「教育の量」と1960
年から90年までのそれぞれの国の経済成長率との
関係を調べたところ，「教育の量」はそれぞれの
国の経済成長率とプラスの関係がある，プラスの
相関関係があるという結果になっていました．
次に，先ほどお見せしたテストスコアで「教育

の質」を測ってみたところ，「量」でなくて「質」
でもかなりプラスの相関がある．さらに重要なこ
とに，経済成長率の決定要因として数学力で計算
した「教育の質」というものを考慮すると，「教
育の量」はあまり統計的な説明力を持たなくなり

ます．この結果を持って，彼らは「教育というの
は量ではなくて質が大切」という結論に達してい
ます．教育の質であれ量であれ，教育というのは
やはり個人レベルだけではなくて「国力」を決め
るうえでも大切だという結論に変わりはありませ
ん．
「個人にとって教育は大切だ」という話と，も
う少しマクロな「国にとっても大切だ」という話
に加えて，もう一つ，教育は「長きに渡って大切
です」という話を紹介したいと思います．
（資料10）　教育はどれだけ長く影響を持つのか
を調べるために，小中学校のときの先生が大人に
なった時の成果に対して与える効果を計測した研
究があります．ハーバード大学のChetty先生をは
じめ，Friedman先生，Rockoff先生の3人の方がやっ
た研究が2014年に発表されていますが，これは小
学校のときにどの先生に教わったかというのが大
人になったときの所得に影響を与えているかどう
かを調べた研究です．
皆さん，小学校4年生のときにどの先生に教
わったか覚えていらっしゃる方，どのくらいいま
すか……．結構皆さん覚えていますね．もしかす
ると，皆さんがどれだけ稼ぐかというのはその先
生のおかげかもしれない．そういうことを発見し
た研究です．
彼らの使ったデータは，小学校の4年生から中
学校の3年生までの学力テストの結果です．その
学力テストの結果を使うことによって，どの先生
に教わると，たとえば算数の学力はどれだけ増え
たのか，伸びたのかがデータから明らかにされま
す．
私たちは日本に住んでいて，おそらく皆さんも
大半は日本で小学校，中学校の教育を受けたと思
いますが，日本では基本的な教育機会の均等とい
う意味では「どの先生に教わっても学力の伸びは
同じ」ということが憲法上の建前になっていま
す．しかし，皆さんも経験上分かると思いますが，
どの先生に教わるかでどれだけ自分の学力が変わ
るのかというのは違うと思います．その違いを実
際に調べてみたのがこの研究です．日本のデータ
を使って私も類似の研究をしたので，最後に皆さ
んに紹介したいと思います．
小学校のときの学力テストの結果を使って，ど
の先生が子どもたちの学力をどれだけ伸ばしたの
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か，先生ごとに平均点を計算することができま
す．「この先生に教わると，平均的に学力が2点上
がる」というのを全部の先生に関して計算するこ
とができるわけです．それを計算してやると，そ
の先生は一体どれだけ子どもたちの学力を伸ばす
ことができたのか，先生ごとの「学力効果」を計
算することができます．
学力の伸ばし方が先生によって異なるというの

はある意味当然で，このばらつきがどの程度ある
のかを調べて，学力の形成に対する先生の重要性
を計測する．これが「教員の付加価値の計測」と
呼ばれるものです．
彼らの研究の面白いところは，先生ごとの付加

価値・学力の伸ばし度合を計算して，それを大人
になった時の所得のデータと紐付けすることで，
その先生が24歳のときの所得をどれだけ引き上げ
てくれたのかということを調べています．
当時の小学生が24歳になった時の所得のデータ

をどうやって集めたのでしょうか．当時の小学生
が24歳になるまでずっと追っかけていたのかとい
うとそうではなくて，かつて小学生だった子ども
たち，中学生だった子どもたちは大人になると確
定申告をして税金を払うようになる．確定申告の
情報を見ると，その人が今年どれだけ所得を稼い
だのか分かるので，確定申告・税務データを小学
校のときのデータと紐付けることによって，小学
校のときの先生と大人になったときの所得の関係
を調べることができるのです．
研究の結果，学力を伸ばす力の高い先生に教わ

ると，大学に進学する確率が高くなる，大学に行
きやすくなることと，より高い給料を得ること
と，もう1つの問題行動として10代で子どもを持
つことは少なくなる，ということが発見されてい
ます．

Q　日本の小学校だと一人の先生が全ての科目
を教えたりしますが，アメリカの学校でもそうな
んですか．
田中　必ずしも全部そうというわけではないで

すが，小学校に関してはそういうケースがありま
すね．

Q　教科担任制みたいに，算数の先生は算数，
英語は英語，国語は国語とか，それで学力別にク
ラス編成していたら，その先生の効果かどうか

は ……．
田中　中学校のデータでは基本的に科目ごとに

先生が違うので，その科目を教えた先生が複数の
生徒に紐付けされるわけですね．数学はこの先生
に教わった，英語はこの先生に教わったと，いろ
んな先生に紐付けできるので，ここで言っている
のは担任の先生というわけではなくて，その科目
を教えた先生ということになります．

Q　それで問題があるかなと思ったのは，日本
の小学校ではよく「指導力がある先生」という言
い方をして，そういう先生は問題児のいるクラス
に当てられて，問題行動がない子どもたちのクラ
スに経験の少ない先生を当てている．問題行動が
少ない児童たちのクラスはお互いに高め合う行動
があって成績が伸びる．そうすると先生の効果で
はなくて，プライベートにその後の生産性が決
まってくる可能性だってありますよね．ですの
で，先生に帰属するというのはとても……．
田中　それは非常に大切なところなので，かな

り慎重に議論されています．まず一番大切なとこ
ろは，児童・生徒と先生のマッチングがどの程度
内生的なのか．マッチングが内生的だったりする
と，これは先生の効果とは呼べないことになるの
で，固定効果とかいろいろ取り除いて議論したり
とか，もし学力が低い子どもたちに学力を伸ばす
効果の高い先生が当てられているのだとするなら
ば，これはパネルデータなので，その子どもたち
がその先生に教わる前の学力とその先生の伸びと
の相関みたいなものを見て，そこは相関があまり
見られないという議論をするとか，いろいろ細か
い話はたくさんあって，それをいろいろとやって
います．彼らの前提だと，学力効果は先生によっ
てばらつきがあるが，下位5％の先生を平均的な
先生と入れ換えたとすると，平均的な先生に教
わった子どもたちの生涯所得は1クラス当たりの
生涯収入の割引現在価値で計算して25万ドル増え
たはずだと言っています．
この算定においてたとえば1クラス25人いるん

だとしたら1人当たり1万ドルということですが，
その先生はその子たちだけを教えているわけでは
なくて，毎年教え続けているので，それを足し上
げていくと結構な金額になります．
こういうふうに長期的な所得に対してどう影響

を与えるのかというようなことを見たというのは
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すごく面白いと思います．アメリカの一部の州で
は「教員の付加価値」というものを教員の給与の
判定材料として使うとか，教員の採用とか解雇と
かいうときにこういう情報を使っていくことも実
際議論になっているという感じです．
まだ導入部分ですけれども，教育政策の効果分

析というのは何をやっているのかというと，教育
政策に効果があるかということを見たい．その際
にはインプットとアウトプットの関係をしっかり
見る．インプットとアウトプットの関係を見ない
といけないのはなぜかというと，教育というのは
教育の目的があって，その目的を達成する．教育
の目的は人間をつくるということだから，人間が
ちゃんとつくれているかをチェックしなきゃいけ
ない．
もう一つ，義務教育に似たような公共政策とい

うのがあって，それは社会保障と呼ばれるもので
す．たとえば生活保護は一定の最低水準の生活を
政府が保障するためにみんなに分配する．そうい
うのは再分配政策，所得移転政策と呼ばれるもの
で，そういった政策の目的は「最低限の生活を保
障すること」なので，おカネを配ること自体で，
目的のかなりの部分を達成していることになりま
す．
教育政策というのは，ただ単に教育を施すだけ

では目的は達成されていない．なぜならば，目的
は「人間をつくること」だから，だからこそ教育
政策は社会保障政策とは違うものなんだというこ
とがきちんと明確になっていないといけない．
教育は文部科学省の管轄ですが，小学校，中学

校の先生たちに給料を払わなければいけない．お
カネが必要ですので文部科学省は「おカネをくだ
さい」と財務省に対して毎年お願いをするわけで
す．そのときに財務省は「ほんとにそんなにおカ
ネが要るのですか」と言って，不要と思われる予
算を削ったりする．
これは財務省の言い方ですが，「教育予算につ

いては，予算総額やGDP比といった『投入量』を
伸ばすという議論を重視して，子どもたちの学
力・能力・人間性の向上といった『成果』に関す
る議論から逃避する傾向が見られる」という辛辣
な批判がされている．「投入」に対してきちんと
「成果」がないといけない．教育政策の重要な骨
組みになっている「教育振興基本計画」の中でも，

きちんと教育政策の効果というものを検証して，
それを政策形成に対してフィードバックしていか
ないといけないと言われています．
教育政策の効果をきちんと見ていくということ
でエビデンスという言葉が使われますが，エビデ
ンスというのは一定の方法によって収集された
データや，それに基づいた科学的な推論の結果か
ら導き出された政策の効果で，政策の効果という
のは政策によって引き起こされた結果という因果
の関係がないといけないというのが計量経済学の
本にあるお話です．
因果関係というのは，ある事柄がもう1つの事
柄に変化を引き起こす．この場合，教育政策の
「投入」が「成果」に対してきちんと変化を引き
起こすことができているか．たとえば「学歴を伸
ばす」という政策をとると，その人の所得を引き
上げることができるかということを，きちんと因
果の関係で，原因と結果の関係として述べること
ができるか．相関関係，つまり二つの事柄の間の
「傾向」だけでは不十分というわけです．
ここからやっと「教育政策の効果分析の例」と
して，私もかかわった研究の例を，取りかかり中
のものも含めて，幾つか皆さんに紹介したいと思
います．
一つ目はノッティンガム大学の両角淳良先生と
一緒に書いた論文で，タイトルは「全国学力・学
習状況調査の小学校別結果公表が児童の学力に与
える影響について」です．
「全国学力・学習状況調査」というのを皆さん
受けたことがありますか．2007年から始まってい
るので，私は受けていないのですが，皆さんが小
学校6年生と中学校3年生のときに公立の学校にい
たら，ほぼ100％の確率で受けているはずですし，
私立に行ったとしてもこれに参加している学校は
かなりありますから，受けていたのではないかな
と思います．
この「全国学力・学習状況調査」というのは毎
年4月，全ての公立の小学校6年生，中学校3年生
が受ける学力調査です．新型コロナ感染症の影響
で2020年に全国学力テストは実施されなかったの
で，もしかしたら皆さん，ちょうど中学校3年生
のときで受けていないというタイミングかもしれ
ないのですが，こういった学力調査は日本だけで
はなくていろんな国でもやられています．
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先ほどこのテストを受けたことがあると挙手し
てもらった方，自分が何点だったか，学校がどの
ぐらいのパフォーマンスだったか，覚えてないで
すか……．多分私があなただったら，絶対覚えて
いないと思います．
学力調査というのは一人ひとりに対して「あな

たの学力は大体こんな感じですよ」というのを
フィードバックするのが目的ですから，個人のレ
ベルで自分がどのぐらいだったかは分かるのです
が，学校のパフォーマンスがどのぐらいだった
か，あなたの住んでいた自治体がどのぐらいのパ
フォーマンスだったかというのは分からない．都
道府県別の平均正答率は毎年国立教育政策研究所
のホームページで公表されているので，都道府県
ランキングはわかります．
各都道府県レベルでの平均正答率・平均点は公

表されるのですが，それをもう少し細かいレベル
で平均点を公表してはどうか，特に学校の平均点
をみんなが分かるようなかたちで「見える化」し
てはどうかという話が常にあります．なぜそうい
うことが言われるかというと，学校の平均点が分
かると，その学校のパフォーマンスに関する透明
性が上がる．それによって，パフォーマンスが悪
かったときに学校は「なぜパフォーマンスが悪
かったのか」ということをみんなに対してきちん
と説明しなければいけなくなる．説明責任という
観点から，学校別の結果を公表すべきだというこ
とです．
それは保護者との情報共有に役立つとか，ほか

の学校のパフォーマンスを見ることによって自分
の学校をよくするのに使えるのではないかとか，
学校間の競争による教育の質の上昇も見込めるの
ではないかということで，学校別の平均点をみん
なが見えるかたちにすることは学校の教育活動の
質を高めるうえでよいのではないかという意見が
あります．
逆に反対意見としては，学校間の序列化が助長

される，算数と国語の点数だけを見るようになる
と，それ以外の科目はみんなが気にしないように
なるのでないかという偏重の問題，親がその情報
を的確に活用できるかどうかによって成果が変
わってくるのであれば，さらに親の情報格差が学
力格差にも影響するといったものがあります．
実際にOECD諸国で学力テストを小学校，中学

校でやっている国はどのぐらいあるかというと，
ほとんど全ての国でやっていますけれども，どの
レベルで結果を公表するかはさまざまで，学校別
で公表するというのが半分，残りの半分はそれよ
りも大きなレベルで，市町村レベルでの平均点と
か，日本の場合は都道府県レベルの平均点を公表
することになっています．
公表するというのは，社会に向けて公表すると

いう話と，校長先生だけに教えるなどいろいろな
段階があります．ここで言う公表はパブリックド
メインの情報ということで，たとえば教育委員会
のホームページに学校ごとの情報を載せたり，統
一のフォーマットで各学校が自分の学校のパ
フォーマンスについてホームページで公表すると
いったものです．どこの学校のホームページに
行っても同じフォーマットで結果が載っていれ
ば，それぞれの学校のホームページに行くこと
で，どの学校が何点だったかが比較できます．
日本の全国学力テストは2013年までは学校別の

結果公表は一切認められていませんでした．都道
府県平均点は公表されていましたが，学校別の点
数の公表はできなかった．それが2014年以降，各
学校の同意のもとで学校別の結果を公表すると教
育委員会が決めたら，各学校の平均点をウェブや
広報誌などのメディアを通じて発表してもよいと
いうふうに制度が変わりました．
私たちのリサーチクェスチョンは，「制度変更

によって学校別の結果が公表されるようになった
自治体と従来通り学校別の結果は誰にも分からな
いようなかたちで残った自治体と，その二つの自
治体では説明責任の強度が全然違うはずだ．学校
平均が公表されるところは学校長に対する説明責
任が強化されるので，それによって学校の教育活
動が変化するのではないか．さらには教育活動が
変化したことによって，その後の子どもたちの学
力も変化したのではないか．」というものです．
使ったデータは東京の七つの区にある公立小学

校に2008年度から2017年度までに通った小学校6
年生の全国学力・学習状況調査の結果です．分析
手法は2014年以降に学校別結果，特に教科の平均
正答率を公表している七つの区のうちの三つの区
と公表しない残りの四つの区で全国学力テストの
結果に変化が生じたかどうか，差の差分析と呼ば
れる手法で検証しました．
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検証の結果，学校別の学力テストの結果を公表
することによって，結果の公表された小学校に通
う児童の学力が向上した．もう一つは，学校別結
果が公表されるようになった自治体の小学校では
放課後の補習の頻度が増加したということがわか
りました．
田中・両角（2019）はいま紹介した東京の中に

ある七つの区を対象として分析した結果で，学校
別の結果公表というのは学校の説明責任を強く
し，それにより学校も行動を変えて，その結果，
子どもたちの学力も向上したというのが結論に
なっています．それと同様の分析を別の自治体の
データでも行いました．埼玉県の21の市のデータ
を使って同じように分析した結果，やはり結果は
同じようになりました．つまり，東京の七つの区
のデータを使った分析と同じように，埼玉県の
データを使っても，学校別の結果を公表している
二つの市と公表を行っていなかったそれ以外の市
で比べると，学校別の結果を公表するようになっ
た自治体の学校に通っている子どもたちの学力は
公表後に改善したという結果になっています．
もう一つ別の自治体で分析しても同じような結

果が出てくるので，学校別結果公表をやることに
よる説明責任力の強化はどうやら子どもたちの学
力に対してプラスの影響を持ち得るのではないか
というふうに私たちは考えています．

Q　それはどういう因果関係なのか測ることは
できるんですか．たとえば学校が頑張ったのか，
そもそも公表するような市は教育予算をたっぷり
取っている関心のあるところなのか，
田中　後者の可能性を排除するために，予算が

どの程度あるのかということをきちんと整理をし
たうえで，できるだけ説明責任力強化の影響を抽
出するようなやり方をやっています．私たちの分
析で，学校が結果を公表して説明責任力が強化さ
れたことによって，まず学校が親に対して「なぜ
こういう結果になったのか」をきちんと説明する
ようになったことがデータから確認できます．も
う一つのメカニズムとしては，結果を説明したう
えで，それを次年度以降に活用するようになった
ということも分かりました．学校が学力テストの
結果をもっと真剣に使うようになり，親に対して
もきちんと説明するようになった．そのためにこ

のような結果が出てきたのだと私たちは解釈して
います．

Q　どういう自治体が公表するかという特徴は
ありますか．
田中　それは非常に重要な話ですが，どこが公
表していて，どこが公表していないのか，全国レ
ベルで調べるのは高いコストがかかる話でまだで
きていません．たとえば東京の七つの区のうち三
つの区が公表しているというのはなぜ分かったの
かというと，私が直接電話をして聞きました．埼
玉県も教育委員会に調査票を配布して詳細なアン
ケート調査をやったところ，秩父市と桶川市とい
う二つの市は2014年以降に学校別結果を公表する
ようになったことが分かりました．
なぜ公表するようになったか，本当は全国学力
テストの全国のデータを使ってやりたいのです
が，「どこが・いつから・どんな内容を公表して
いるのか」というデータがまず手元にないので，
できるところからやったというのが実情です．こ
の研究では桶川市の当時の教育長に私が電話でイ
ンタビューしましたし，秩父市は教育長ではな
く，当時事務でこれを担当していた方にやはり電
話でインタビューして，「何月何日にどんな議論
になったのか」みたいな話を一通り聞きました．
たとえば桶川市のケースでは，必ずしもそれが
ショックではなくて，桶川市の当時の教育長はそ
の前は埼玉県教育委員会の教育長だった方で，特
徴のある方でした．できる限り分かり得る情報，
観察可能な情報はできるだけ制御しながら，たと
えば各自治体の教育長の経歴みたいなものも考慮
しながら分析を行いました．
これは教育政策といっても自分の子育てにあま
りフィードバックできないような教育政策の話で
すけれども，学校の先生に対して「いつも見てる
よ」と良い意味でプレッシャーをかけるというの
は子育てという観点から非常に大切なことで，
「見られている．説明責任が高まる」ということ
は教育をきちんとやっていくうえでは大切だとい
うことに繋がります．皆さんも親になったらぜひ
授業参観には行くようにしてください．それだけ
で先生に対するプレッシャーとか学校に対するコ
ミットメントが変わってきますから．

Q　公表している自治体は教育熱心だと思うの
で，教育熱心な親が自分の子どもを引き連れて移
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住するみたいなのが出てくる，そういう可能性は
ありますか．
田中　それも調べたのですが，公表することに

よってその自治体に急に人が流入してきたとか流
出したとかいうことは起きていませんでした．で
すので，教育熱心な人が入ってきた効果とは言え
ないだろうと思っています．

別の教育制度に関する話として，「クラスサイ
ズ効果」の分析があります．「少人数教育は良い」
と聞くと異論は少ないかもしれませんが，本当に
少人数教育がいいのかというと，実はみんなあま
りよくわからない．それをデータからきちんと調
べてみようという研究がたくさんあります．
いま小学校は学級規模の上限が40人から35人に

徐々に変わりつつありますし，中学校のは40人，
中1だと35とかいうところもあります．自治体に
よって異なりますが，基本的にはクラスサイズの
上限は決まっている．「少人数教育」というのは1
クラスの人数をもっと少なくして，たとえば1ク
ラス20人ぐらいでやる．政治家は選挙があるたび
に，「手厚い教育制度をやります」というときに
必ず一番先に「少人数教育の実現」と言う．なぜ
かというと，少なくとも政治家は「少人数教育は
いいことだ」と信じているからです．
「少人数教育はいい」となぜ信じやすいかとい

うと，確かに一つのクラスがあって，先生が一人
いて，35人いるのと15人いるのだと，一人の先生
が見る必要のある生徒の数は違うわけで，「生徒
の数が少ないほうが一人の先生がそれぞれの生徒
をちゃんと手厚く見ることができるはずだ」とい
う非常に簡単な考え方が背景にあります．本当か
どうか分からないけれども，それが少人数教育は
いい政策だと信じられている理由です．
その効果がどの程度あるのか実証分析しようと

いうときに，まずデータを集めてきます．このク
ラスは25人いる，このクラスは27人，あそこには
23人いるとか，いろいろな学校のいろいろなクラ
スのデータを集めてきて，成果として，たとえば
先ほどの全国学力テストの結果で算数のテストス
コアのクラス平均を計算する．そうすると，各ク
ラスの算数の平均点とそのクラスに何人いるのか
というペアのデータができるので，それをたくさ
ん集めてきてエクセルで回帰分析などをやれば結

果が出る．もし少人数教育がいいのだったら，ク
ラスサイズが小さいところほど学力は高いことに
なるのですが，いま言った方法で分析すると，大
きいクラスのほうがテストスコアは高いという結
果が出てきてしまいます．
まさにAngristとLavyの研究の出発点はここで

した．彼らの研究はイスラエルの公立小学校の
データを使っていますが，日本のデータを使って
も基本的には全く同じで，なぜクラスサイズと学
力テストの結果がプラスの関係になるのか，大人
数クラスのほうがテストスコアが高いかという
と，人気のある学校は生徒が多くて，生徒の数が
多いとクラスサイズは自動的に大きくなる．いい
学校ほど親が移住してくるというさっきの話を考
えると，いい学校ほど生徒数が多くなるので，1
クラス当たりのクラスサイズは大きくなる．いい
学校だからテストの点も高いという結果になる，
というのがプラスの相関関係のメカニズムになり
ます．
しかし，これは因果関係ではなくて相関関係と

呼ばれるものであって，間違えてこれを因果関係
だと読むと，「子どもたちの学力を伸ばすために
クラスサイズを大きくしよう」という政策が出て
きてしまいます．
そこで，ただ単にクラスサイズと学力の関係を

相関分析しても因果関係は分からないので，1ク
ラス当たりの生徒数の上限を使って比較しましょ
うというのがAngristとLavyの1999年の論文です．
イスラエルの公立小学校では1クラスの生徒数の
上限は40人でした．たとえば小学校4年生の児童
が40人しかいない学校は1クラスつくればよいの
ですが，もう1人いたとすると，小学校4年生の全
児童数は41人になり，このルールに従えば2つク
ラスをつくらなければいけない．2つのクラスに
それぞれ何人いるかというと，1組には20人，2組
には21人．
いい学校は人がたくさん集まってくるというこ

とを考えると，1学年当たりの生徒数が40人の学
校と41人の学校を見つけることができたら，その
2つを比べれば大体似たような学校だけれども，
たまたま1クラス当たり20人しかいない学校と，
たまたま1クラス40人の学校の比較が可能になり
ます．
（資料30）　この図の横軸が1学年当たりの児童数
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です．クラスの上限が40人で，クラスサイズは0
から40まで上がっていくのですが，上限の40に
ヒットした瞬間にクラスサイズが20に下がる．そ
れでさらに学年児童数を増やして行くと，クラス
サイズが40まで増える．1学年81人で，クラス数
が3になり，クラスサイズはまた下がる．このク
ラスサイズががくんと下がる直前と直後の学校を
比較すれば，ほとんど同じ学校だけれども，クラ
スサイズだけがたまたま違う学校の比較ができる
のではないかというのが彼らのアイデアです．
（資料31）　これは回帰分析の結果ですが，何も
考えないでクラスサイズと学力テストの結果を分
析すると，クラスサイズの係数が0.322で統計的
に有意にプラスになっています．分断点，つまり
40人の前後±5人ぐらいのデータに限って分析す
るとマイナスの係数になっている．つまり，クラ
スサイズが小さくなると学力に対しては正の影響
があるという結果が出てきます．
この方法は簡単で，日本でも全く同じようなや

り方ができます．日本の場合でもクラスサイズの
上限はあるので，たとえば全国学力テストのデー
タを使って1クラス当たりのクラスサイズと学力
の関係をAngristとLavyの方法で分析したものが
あります．
私が行った2つの研究も基本的に同じ方法で分

析しましたが，クラスサイズの縮小効果が児童の
家庭経済環境によって異なるかということを見た
のが田中（2020）です．ある基礎自治体の児童パ
ネルデータを用いて分析しました．児童の家庭経
済環境をどうやって計測したかというと，就学援
助という制度があって，親が生活保護を受けてい
る場合，子どもは「就学援助」という名前で呼ば
れる補助金をもらうことができる．その就学援助
というおカネをもらっているかどうかによって，
親がどの程度経済的に裕福なのかというのが分か
ります．
それを見ると，クラスサイズの縮小効果はどう

やら児童の家庭経済環境によって異なるようだと
いうことが分かりました．就学援助否認定の児童
に一番大きな効果が見られたとか，家庭経済環境
の違いによってクラスサイズの縮小効果はどうも
違うようだということが分かったという研究が田
中（2020）です．

Q　これは小学校高学年ですか．
田中　小学校の2年生から6年生までです．
Q　その生徒はどこだかは言えないですか．
田中　匿名の自治体です．
Q　この意味は，家がお金持ちだと塾とかに行
かせているから，学校の効果が低いということも
あるんですか．
田中　それがまず1つ．
Q　おカネがないと学校でしか教育を受けてい
ないから．
田中　そもそも就学援助の必要がないから申請
していないのが全体の6割程度，1割ぐらいは申請
したけれども認定されなかった．2割ぐらいが申
請をして認定されたのだけれども，それは自治体
が独自に出している就学援助の対象，つまり準要
保護になった．残りは親が生活保護を受けている
要保護と呼ばれるものです．否認定というのは準
要保護の人たちに近いけれども，自治体が給付の
対象とはしなかったグループです．基本的にその
4つのグループで親の家庭経済環境は申請なし，
否認定，準用保護，要保護の順に厳しくなってい
きます．
ここでなぜ中間的なところで一番大きいのかと
いうと，1つの解釈としては，裕福だと，今おっ
しゃったように，そもそも学校教育はあまり関係
ない．逆にあまり厳し過ぎるとクラスサイズとか
いうのが影響を持ちにくい．それでちょうど中間
あたりに強い効果が出てきたのかな，というもの
です．

もう一つの研究では個人の家庭的な環境ではな
くてクラスの環境，つまりどんな人がクラスメイ
トなのかでクラスサイズを小さくすることの効果
に違いがあることを調べたものがあります．児童
パネルデータを使って分かったことは，クラスメ
イトが比較的良い，つまり学力が高いと，クラス
サイズを小さくしたときのプラスの効果が大きく
なるということと，クラスの中で一番学力が低い
生徒の学力が高いとクラスサイズ縮小効果も大き
くなるということです．
エドワード・ラジアーという経済学者がクラス
サイズ縮小の効果についての理論モデルを書いて
います．そのモデルだと，そのクラスの中で一番
パフォーマンスの低い子，その論文では
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＂disturbing student＂（迷惑な生徒）と彼は呼んで
いますが，その子がクラスの授業を妨害すると教
育活動が失敗するということを描写しています．
その理論に基づくと，一番パフォーマンスが低い
子が頑張って足を引っ張らないようなクラスでク
ラスサイズ縮小効果が大きくなるという結果は，
この理論モデルと整合的とも言えます．
これまで紹介してきたクラスサイズの研究では

学力テストの結果を成果指標として見たものでし
たが，それとは異なる成果指標を見た研究とし
て，学級閉鎖との関係についての分析がありま
す．皆さんも覚えていると思うのですが，2020年
の1月から新型コロナウイルスで大変になって，
2020年3月から学校を一斉休校するということが
起きたわけです．そのときに学級規模の話が話題
になりました．それまでは手厚い教育をするとい
う目的で学級規模を小さくするという政策はいい
んだという話だったのですが，新型コロナウイル
ス感染症がまん延したことによって，学級規模の
縮小は子どもたちの感染を予防する手段としても
効果があるのではないかという議論がありまし
た．
（資料34）　日本の小中学校の教室の大きさはど
この学校でも必ず63平方メートルと決まっている
ので，そのクラスに何人生徒がいるのかで一人当
たりの平均ソーシャルディスタンスは決まってき
ます．私たちの着目したのは，1クラス当たりの
生徒数が少ないと平均的なソーシャルディスタン
スは大きく保たれるようになるので，それによっ
て感染症のまん延が防止できるのではないかとい
う仮説を立てて，それを検証しました．
この論文を書いたときには新型コロナに関する

データはなかったので，その前のインフルエンザ
による学級閉鎖がどの学校でいつ起きたかという
情報を使って，同じように学級規模との関係を見
ました．その結果，「学級規模を縮小すると，イ
ンフルエンザによる学級閉鎖は起こりにくくな
る」という結果になりました．だから，学級規模
の縮小というのは学力向上にも効果があるかもし
れないし，感染症のまん延による学習の中断を防
止する効果もあるのだということが言えます．
今回は用意していないのですが，学級閉鎖が起

きるとその後の児童生徒の学力はどうなるのかを
調べた研究もあります．その研究では学級閉鎖が

起きると学級閉鎖が起きたクラスにいた子たちの
学力がその後下がってしまうが，みんな一様に学
力が下がるのではなく，家庭経済環境の厳しい家
の男の子がどうも一番大きな影響を受けてしまう
という結果でした．
考えられる1つの理由としては，その子たちは

学級閉鎖の後に家でゲームをやったりテレビを見
たりする時間が増えていたという結果がそのデー
タから見えていて，学級閉鎖自体は一時的な
ショックですけれども，それによって変わってし
まった生活習慣みたいなものが家庭環境の違いに
よって尾を引いてしまうような子たちがいるので
はないかというものです．
このほかにも紹介したい研究がまだ2つほどあ

ります．まず1つ目は教員の学力効果の測定とい
うことで，日本のデータを使って教員の学力効果
を測定してみたものです．国語と算数のテストに
対する教員の付加価値を推定してみました．結果
として，先ほど紹介したChetty先生たちの論文で
検出された教員の付加価値，教員の学力効果のば
らつきは，日本のパネルデータを使ってもアメリ
カとほぼ同じぐらいの水準であることが検出され
ました．
これは私としては驚きだったのですが，アメリ

カに比べると日本の小学校の教育は中央集権化さ
れていて，「学習指導要領」というのがあって学
校で教える内容とか時間も全部統一されていま
す．教える内容自体，アメリカのように学校に
よってばらつきはないはずなので，アメリカとは
違う結果が得られるのではないかと思っていたの
ですが，意外とそうでもなくて，日本においても
先生の学力を伸ばす効果は米国とあまり変わらな
いぐらいのばらつきがあるという結果になりまし
た．
また，先生が子どもたちの学力を伸ばす効果が

異なるというのはいいけれども，そういったこと
が先生たちの昇進に関係しているのかも調べてみ
ました．子どもたちの学力を伸ばす力の大きい先
生はその後，校長先生とかにきちんと昇進してい
るのか．
まず小学校の算数と国語は同じ先生が教えるの

で，算数の付加価値と国語の付加価値と，それぞ
れ1人の先生に対して両方計測できますので，そ
の相関を調べると，やはり教えるのがうまい先生

- 60 -



はどちらの教科の学力を伸ばす力があることがわ
かりました．また，教歴が長いと付加価値が高い，
小学校では国語は女性の先生のほうが付加価値が
高い，国語の付加価値が高い先生は校長，副校長，
その下の上から3番目ぐらいの主幹教諭への昇進
と正の相関関係があるといったことがわかりまし
た．

Q　教歴が長くなると教え方がうまくなるの
か，それとも学校の教育と合わないような先生は
辞めるのか．
田中　それは私たちの研究ではまだ分からない

ですが，おそらくそれは両方だと思います．ただ，
教歴と教える力との関係に関してはある程度のコ
ンセンサスがあって，最初の5年から10年の教歴
は子どもたちの学力とプラスの関係がある．10年
超えると，ほとんど関係なくなってくる．特に1
年目，2年目の先生に教わると学力は伸びないと
いうのはいろいろなところでも明らかになってい
ることです．そういう場合は日本の学校でも1年
目の先生，2年目の先生にはちゃんとサポートの
先生がつきますから，必ずしもそれで非常に悪い
ことが起きるわけでもないとは思います．
最後に，これもまだ遂行中の研究ですが，「学

習指導要領」が非常に長い影響を皆さんに及ぼし
ますよという話をして終わりたいと思います．教
育が長きに渡って影響を与えるという話の一つの
例として「ゆとり教育」の長期的影響について紹
介したいと思います．
皆さん，「ゆとり教育」というのを聞いたこと

がありますか．1970年代ぐらいまではとにかく国
を発展させるために，ありとあらゆる知識をどん
どん詰め込んで「科学立国」になるんだというこ
とで，とにかく詰め込み型の教育を延々とやって
いました．詰め込み型教育への反動として，1980
年以降，教育内容をもう少しゆとりのある内容に
するという流れがありました．実際には1980年，
1991年，2002年の3回にわたって「学習指導要領」
が変更されるときに，具体的に授業時間数を減ら
したり教える内容をカットしたりすることによっ
て学校教育にゆとりを持たせるというようなこと
を行いました．

1980年の最初のゆとり教育改革が与えた長期的
な影響として，そのときにゆとり教育の影響を受

けた人たちが40代，50代になったときにどれくら
いの所得を稼ぎ，どんな働き方をしているのかを
調べた研究です．結果として，どうやらゆとり教
育の影響を受けると所得が下がるらしいというの
が今回の結果で分かっています．
たとえば1980年のゆとり教育改革では，国語，
社会，数学，理科4科目の授業時間数が小学校で
7.2％，中学校で13.5％減りました．時間数が減る
ということは当然教える内容も減ります．特に算
数・数学は小学校で基礎的な集合を教えていたの
をやめました．確率も小学校から中学校に移管し
て，中学校の内容も大幅に高校以降に移すという
ことを行いました．集合と確率の話の削減は1980
年のゆとり志向の教育改革の象徴的な出来事だと
言えます．
（資料38）　このゆとり教育の影響を受けた人を
どういうふうにして比べるか．この二人は同じ年
に生まれたのだけれども，生まれ月が違うため
に，新しいゆとり教育プログラムを受けた期間が
1年違います．この2つのグループを比較すること
によって，1年間長くゆとり教育の影響を受けた
人たちには何が起きたのかを調べることができま
す．
その結果，1年間長くゆとり教育のプログラム
の影響を受けることによって，40代，50代の年収
が23万円減るという結果となりました．
小学校とか中学校のときの教育の内容，特に

「学習指導要領」で規定されていた教育の内容が
変わったことによって，40代，50代になったとき
の労働市場での成果に対しても影響が生まれると
いうことです．昔受けた教育のことはいまさらど
うしようもないですが，教育というのはやっぱり
いつまでも影響を与え続けるものなのだなと思い
ます．

Q　ちょっと分からないのは，1973年生まれの
受けている人と受けていない人とはどうやって計
測するんですか．
田中　（資料38）　1973年生まれの人たちに着目
すると，1月から3月までに生まれた人たちは1979
年の4月に小学校1年生に上がる．同じ1973年5月
生まれの人たちは次の年の4月に1年生に上がりま
す．ゆとり教育のプログラムが始まったのは1980
年4月ですので，3月までに生まれた人は1年分，
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ゆとりの影響がない．同じ年で生まれたが，異な
る学年になる二つのグループを比べることによっ
て1年分のゆとり教育プログラムの影響の差を見
ることができます．それが23万円の差になってい
ます．

Q　ずいぶん過小評価していますよね．1年間
だけの違いではなくて，9年間丸々ゆとり教育を
受けたのか，それとも従来の教育を9年間受けた
のかだったら，もっと効果は大きいし，3月生ま
れの人と5月生まれの人では，3月生まれの早生ま
れの人のほうが体も小さいし，小学校のときの発
育状況も悪いので，成績が相対的に低く出るから
こそ，私立小学校の試験では全員競争させない
で，3か月ずつ分けて発達段階によって競争させ
るぐらい差があるので，早生まれの人のほうが成
績が悪いということはある．
田中　そのとおりです．相対年齢効果などを考

えると，まさに過小推定です．きちんと本当に
ピュアに全部取り除いたら，もっと大きい負の効
果になって出てくるのではないかというのが私た
ちの解釈です．

いろいろな教育政策のお話を聞いてもらったの
ですが，教育政策はあなたの未来にとっても大切
ですし，社会にとっても大切だということは，私
の未来にとっても皆さんの未来にとっても大切だ
ということです．私が学ぶということではなくて

も，皆さんが学ぶということが私の将来にとって
とても大切だということですので，ぜひ大学で
しっかりと学んでください．
しかもその影響は長期的にも影響を持ち得ると

いうことなので，いま何をやるかということが実
は20年後，30年後にどういうかたちで実を結んで
くるか分からない．そういうことを考えると，教
育のフレームワークを決める際に教育政策という
のが本当に効果的なものかどうかということをあ
る程度科学的に調べて，知見を蓄えておくことの
重要性は計り知れないと思いますし，それをやっ
ていく上ではきちんと因果関係を重視した分析が
大切です．
本日のお話のタイトルは「教育政策の実証分析

入門」でした．教育政策の実証分析に入門するた
めには，教育政策の効果を分析する際の因果推論
を基礎とした計量経済学が必要不可欠です．こう
いった因果関係を推論するために皆さんもしっか
りと方法を学んでください．
以上で私のお話を終えたいと思います．どうも

ありがとうございました（拍手）．

［付記］本報告は，科学研究費　基盤研究（S）「人
口減少下の初等中等教育：政府個票と自治体行政
データを活用した補完的実証分析」（20H05629）
に基づく成果の一部です．
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教育を科学する
教育政策の実証分析入門

田中隆一（東京大学 社会科学研究所）

2023年12月15日
日本大学経済科学研究所研究会

教育を科学する！？

教育：教え育てること。望ましい知識・技能・規範などの学習を
促進する意図的な働きかけの諸活動（広辞苑）

科学：世界と現象の一部を対象領域とする、経験的に論証でき
る系統的な合理的認識。（広辞苑）

教育を科学する：学習等の諸活動に関する系統的な合理的認
識を経験的に論証すること

1

教育政策

政策：望ましい目標を達成する手段

教育基本法 第1条（教育の目的） 
教育は、人格の完成をめざし、平和的な国家及び社会の形成者として、
真理と正義を愛し、個人の価値をたつとび、勤労と責任を重んじ、自主
的精神に充ちた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければ
ならない。

目的を達成するための手段が教育政策（例：義務教育、学習指
導要領）

実際には法律や規制、資源配分を通じて教育活動を制御

2

教育政策の実証分析

実証：確かな証拠をもって証明すること。事実によって明らかに
すること。

教育政策の実証分析：教育目標を達成するための手段が効果
的かをデータから論証すること

教育政策に関する知見を得る：その手段（政策）は目標を達成
できているか？どの程度達成できているか？

3

資料1

資料3

資料2

資料4
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教育の重要性

教育は個人の将来所得を決める
日本における高等教育の私的内部収益率は男性8％、女性3％
社会的収益率（税収増や失業率の低下などの社会的便益や、補助金・
奨学金などの社会的費用を考慮）は男性21％、女性28％（OECD 2016）

教育は一国の経済成長率を決める
IEA国際数学・理科教育動向調査（TIMSS）の数学の成績と成長率は正の
関係（Hanushek and Kimko, 2000)

教育政策はあなたにとっても、社会にとっても重要!

4

教育の私的収益率
（Psacharopoulos and Patrinos, 2018）

5

Figure 1: Rate of Return to Schooling over Time 

 
Note: Regressing the overall Mincerian rate of return on the year of the estimate, gives: 
Return = 49.611 – 0.020Year; R2=0.003 
                                (t = 1.4) 
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高等教育の収益率（小黒, 2017）

6

表：主な国の「高等教育の収益率」（年率%）
社会的収益率 私的収益率

男性 女性 男性 女性

ハンガリー 22 13 24 14

日本 21 28 8 3
チェコ 16 12 22 15

チリ 16 13 15 12
米国 12 8 15 12
イスラエル 12 7 14 13

豪州 10 10 9 9
OECD平均 10 8 14 12

イタリア 9 6 9 8
オランダ 8 7 8 7
カナダ 6 6 9 12

スペイン 6 5 10 11
ノルウェー 5 3 9 9

ニュージーランド 5 4 7 7

出典：OECD 2016

教育成果と経済成長: 
数学力の国際比較

7FIGURE 1. SCORES ON INTERNATIONAL MATH AND SCIENCE TESTS BY YEAR

資料5

資料7

資料6

資料8
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教育成果と経済成長
（Hanushek and Kimko, 2000）

8

教育の長期的影響：小中学校の時の先生の効果

教員の付加価値をテストスコアを使って計測（Chetty, et al. 
2014）

小中学生の時に、学力効果の大きい教員に教わった児童生
徒は

より大学に進学し

より高い給料を稼ぎ

若齢出産をしにくい

学力効果が下位5％の教員に教わった児童生徒が、もし平

均的な教員に教わったとすると、そのクラスの生徒全員の生
涯収入の割引現在価値の合計額が250,000ドル増える

教育政策の効果分析

教育政策の効果分析には教育活動「投入」とその「成果」が必要

教育の成果を見る点が社会保障（所得移転）政策とは異なる
「教育予算については、予算総額や対GDP 比といった「投入量」を伸ば す
という議論を重視し、 子どもたちの学力・能力・人間性の向上といっ た「成
果」に関する議論から逃避する傾向が見られる。 （財政制度等審議会
H25.11.29「平成 26 年度予算の編成等に関する建議」）」

第3次教育振興基本計画

「各種教育施策の効果の専門的・多角的な分析、検証に基づき、より効果
的・効率的な教育施策の立案につなげ、広く国民の間で教育施策の効果
や必要性に対する理解を共有し、社会全体で教育改革を進めるための方
策について示している」

10

教育政策の効果のエビデンス

エビデンス：一定の方法によって収集されたデータや、それに
基づいた科学的な推論の結果から導きだされた政策の効果 

政策の効果：政策によって引き起こされた結果という因果の関
係

因果関係：ある事柄がもう一つの事柄に変化を引き起こす
例：学歴を高くすると、所得が高くなる

相関関係：二つの事柄の関係についての「傾向」

学歴の高い人は所得が高い傾向あり（所得の高い人は学歴が高い傾向
あり）

11

資料9

資料11

資料10

資料12
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「教育政策の効果」の計測方法

• 理想的な状況
– クローン人間をつくる

• 実験的手法の活用
– 科学実験（外的条件を制御しながら施策してみる）

– 対照実験（無作為化実験）

• 準実験的手法の活用
– 差の差分析（自然実験）、マッチング法、回帰不連続デザイン

• 観察データを使った回帰分析
– 計量経済学、パネルデータ分析、操作変数法

12

教育政策の効果分析例

教育政策の効果分析
全国学テの学校別結果公表の効果

クラスサイズと学力・学級閉鎖

教員の効果

教育政策の長期的影響
ゆとり教育

13

田中・両角（2019）「全国学力・学習状況調査の小学
校別結果公表が児童の学力に与える影響について」

学校別結果公表の賛否

賛成

– 透明性の上昇による学校および教育委員会の説明責任の向上

– 保護者との情報共有に役立つ

– 学校の運営方法を改善する

– 学校間競争による教育の質の上昇

反対

– 学校間の序列化の助長

– 教育内容の全国学力・学習状況調査対策への偏重

– 親が公表情報を的確に活用できるかに疑問（情報リテラシー格差）

OECD諸国を見ても全国学力テスト結果の公表方法は様々（OECD, 2015）
– 「州・県別の結果のみ公表」と「学校別の結果まで公表」が混在

14

2014年度の文部科学省による制度変更の焦点

2013年まで

– 教育委員会による全国学力・学習状況調査（全国学力テスト）の
学校別結果公表は不可

2014年以降

– 教育委員会は管轄下の小・中学校の全国学力テストの結果を、
学校名を明らかにして（ウェブ・広報誌等を通じて）学校別に公表
できるようになった

• 2014年：32（2%）の市町村教育委員会が学校別の教科の平均正答率（数
）を公表

– または、管轄下学校に学力テスト結果を（ウェブ・学校便り等を通
じて）公表するように指示（指導）することができるようになった

• 2014年：104の市町村教育委員会が教科の平均正答率（数）を公表する
よう指示

15

資料13

資料15

資料14

資料16
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本論文の目的：教育委員会の学校別結果公表が児童
の学力に与える影響の分析

データ：東京の７区内にある公立小学校に2008年度から2017年度ま
でに通った6年生児童

分析手法：2014年以降に学校別結果、特に教科の平均正答率を公
表している３区とそれ以外の４区で全国学力テストの結果に変化が
生じたかを差の差分析により推定

結果

• 学校別の学力テスト結果の公表は、結果の公表された小学校に
通う児童の学力を上げる

• 学校別結果が公表されるようになった自治体の小学校では放課
後の補習の頻度が増加

16

回帰モデル

:自治体mにある学校sに通う児童iの年度tにおける学力テストの結果

: 2014年以降に学校別結果公表を行なっている自治体ダミー

: 2014年以降ダミー

: 児童の家庭環境変数（朝食、通塾、早寝、早起き）

: 自治体mにある学校sの環境変数（就学援助、学級規模、教員歴）

: 誤差項

学校別結果公表が学力テストの結果を向上させるのであれば、

17

データ

東京２３区のうち、データ貸与時に教育委員会名の開示に同意した７区

ウェブ調査、教育委員会へのアンケートおよびヒアリングから学校別結果公

表の有無を調査

2014年以降に全国学力テストの学校別結果の公表を行なっている（または

指導している）教育委員会は7区のうちの３区。その他は学校別の結果公表

を行なっていない

分析対象の総観測児童数は149332人

18

記述統計

19

資料17

資料19

資料18

資料20
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推定結果

全ての科目で、学校別公表
をした自治体の児童の成績
が相対的に上昇

基礎的内容の科目の上昇
が大きい

国語の方が算数より上昇分
が大きい

20

学校別結果公表による学校教育方法の変化

回帰モデルの被説明変数を学校質問紙の情報に置き換えて分析

• 「調査対象学年の児童に対して，前年度までに，算数の指導として，家庭学習の課題（宿題）を与
えましたか」

• 「第６学年の児童に対する算数の指導として，前年度までに，家庭学習の課題（長期休業の課題
除く）について，評価・指導しましたか」

• 「調査対象学年の児童に対して，前年度に，放課後を利用した補充的な学習サポートを実施しま
したか」

• 「第６学年の児童に対して，前年度に，土曜日を利用した補充的な学習サポートを実施しましたか
」

• 「第６学年の児童に対して，前年度に，長期休業日を利用した補充的な学習サポートを実施しまし
たか」

• 「調査対象学年の児童に対して，算数の授業において，前年度に，習熟の遅いグループに対して
少人数による指導を行い，習得できるようにしましたか」

• 「調査対象学年の児童に対して，算数の授業において，前年度に，習熟の早いグループに対して
少人数による指導を行い，発展的な内容を扱いましたか」

21

学校別結果公表による学校教育方法の変化

記述統計

推定結果

放課後学習サ
ポートの増加

習熟度別授業
の減少

22

児童の学習行動の変化

記述統計

推定結果

家で学校
の宿題を
する

23

資料21

資料23

資料22

資料24
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まとめ

実験：文部科学省が全国学力・学習状況調査（全国学力テスト）の結果の取り

扱いに関する制度を変更したことで、2014年度以降、教育委員会は管轄下の

小・中学校の全国学力テストの結果を学校別に公表できるようになったこと

データ：東京の７区内にある公立小学校に2008年度から2017年度までに通っ

た6年生児童

分析手法：2014年以降に学校別結果公表を実施している3区とそれ以外の区

で全国学力テストの結果に変化が生じたかを差の差分析により推定

結果: 学校別の学力テスト結果の公表は、結果の公表された小学校に通う児

童の学力を上げる

24

Morozumi and Tanaka (2020, IZA DP) “Should school‐
level results of national assessments be made public?”

実験：文部科学省が全国学力・学習状況調査（全国学力テスト）の結果の取り扱いに関

する制度を変更したことで、2014年度以降、教育委員会は管轄下の小・中学校の全国

学力テストの結果を学校別に公表できるようになった

データ：埼玉県下の21市内にある公立小学校に2008年度から2017年度までに通った6
年生児童

分析手法：2014年以降に学校別結果公表を実施している2市と公表を行なっていなか

ったそれ以外の市で全国学力テストの結果に変化が生じたかを差の差分析により推定

結果

• 学校別の学力テスト結果の公表は、結果の公表された小学校に通う児童の学力を

上げる

• 学力の向上は、点数分布の全てで観測され、基本科目（A）では最も点数の低い層

で、また応用科目（B）では中間層で最も効果が強い（学力格差の縮小）
25

クラスサイズ効果

• Angrist and Lavy (1999) “Using Maimonides' Rule to Estimate 
the Effect of Class Size on Scholastic Achievement,” Quarterly 
Journal of Economics, Vol. 114, No. 2, 533‐575

• 田中隆一（2020）「根拠を活用した教育政策へ向けて―自治

体教育データを用いたクラスサイズ縮小効果の検証」『社会
保障研究』第5巻, 第3号, 325‐340

• Tanaka and Wang (2023) “How do Classmates Matter for Class 
Size Effects?” mimeo

26

Angrist and Lavy (1999)

イスラエルの公立小学校の生徒の算数のテストスコアとクラス
サイズの関係を調査

テストスコアをクラスサイズに回帰すると，最小二乗法による傾
きパラメターの推定値は，正の値

– 大人数クラスほどテストスコアが高い

– 1クラス当たりの生徒数は，都市部の小学校の方が地方の小学校に

比べて大きくなる傾向があり、都市部の特徴の影響が考慮されてい
ない

「良い学校」という外的条件がテストスコアと1クラス当たりの生
徒数との間の正の「見せかけの相関」を生み出すことになる

27

資料25

資料27

資料26

資料28
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クラスサイズの上限

イスラエルの公立小学校では1クラスの生徒数の上限は40人
– 1学年に40人しかいない場合には1クラスしかないので，クラスサイズ

は40人になる

– 1学年に41人いる場合には2クラスが編成されることになるので，21人
と20人という小さいサイズの2クラスが編成される

– 1学年当たりの生徒数が40人の学校と41人の学校は（テストスコアに

影響を与える外的条件が）ほとんど同じだが、クラスサイズだけが偶然
異なっている学校と見なせる

回帰モデル：

: 児童生徒iの学力テストの結果

: 少人数クラスであれば１となるダミー変数

: 誤差項

28

クラスサイズ

29

推定結果表

30

学級規模効果の異質性分析１: 田中（2020）

問い：クラスサイズの縮小効果は、児童の家庭経済環境によ
り異なるか？

データ：ある基礎自治体の児童パネルデータ

結果：クラスサイズの縮小は学力に対して大きくはないが正
の統計的に意味のある効果を持ち、その効果は就学援助申
請・受給状態によって異なる

– 国語の場合はクラスサイズ縮小の効果は就学援助否認定の児
童においてみられる

– 算数のテストスコアに対しては，就学援助への申請や受給を受け
ている児童の方が，クラスサイズ縮小効果が大きくなる傾向

資料29

資料31

資料30

資料32
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学級規模効果の異質性分析2: Tanaka and Wang （2023）

問い：クラスサイズの縮小効果は、クラスの環境により異なる
か？

データ：ある基礎自治体の児童パネルデータ

結果：クラスサイズの縮小は学力に対して統計的に意味の
ある効果を持ち、その効果はクラスメイトの構成により異なる

– 学力の高い児童の多いクラスほど、クラスサイズ縮小効果が大き
い

– クラスの中で、最も学力の低いクラスメイトの学力が高いほど、ク
ラスサイズ縮小効果が大きい

学級規模と学級閉鎖: Oikawa, Tanaka, et al., 2022

背景：日本の小中学校の教室の大きさは63平方メートルと法律で定められて
いる。

問い：クラスサイズ（一クラスあたりの児童生徒数）が減ると、教室内での児
童生徒間の「ソーシャルディスタンシング」が改善され、感染症の蔓延を防止
できるか？

結果：クラスサイズの縮小はインフルエンザによる学級閉鎖を減らす効果を
持つことが明らかにされた

インパクト：学級規模の縮小は学力向上に効果を持ちうるが、感染症の蔓延
による学習の中断を防止するという効果も持つ

教員の学力効果の測定： Tanaka, et. al. (2020)

目的：読解力と数学のテスト得点に対する教師の付加価値を推定

データ：日本の公立小学校の児童生徒のパネルデータ

結果：日本の公立小学校の教師の付加価値には米国と変わらないく
らいの大きなばらつきがある

教師の付加価値と観察可能な特性の関係

教歴は両教科とも教師の付加価値と正の相関

両教科において、年齢は教師の付加価値と負の相関

国語では女性教師の付加価値が高い傾向

国語の付加価値は主幹教諭への昇進と正の相関がある

学習指導要領の長期的影響： Bai and Tanaka (2023)

目的：1980年のゆとり教育改革が労働市場でのパフォーマンス
に与えた長期的影響を推定

データ：総務省「就業構造基本調査」個票

分析方法：回帰不連続デザイン（1~3月生まれv.s.その他）

結果：1980年のゆとり教育改革は、４0−50代の男性の所得を低
下させ、無職確率を高め、フルタイムの職に着く確率を下げた。

男性女性ともに最終学歴が低くなっている

資料33

資料35

資料34

資料36
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1980年のゆとり志向教育改革

４科目の授業時間減少（小学校7.2％、中学校13.5％）

内容の削減（例：数学の集合論と確率論が大幅に減少）

識別戦略（1973年生まれ）

同じ年に生まれても、4月以降生まれは翌年に1年生になるので、3月
まで生まれに比べてゆとり教育のカリキュラムの影響が1年長い

所得への影響

結果：ゆとり教育のカリキュラムを1年長く受けると、年収が23万
円低くなる

まとめ

教育政策はあなたにとっても、社会にとっても重要

教育は教育を受けているときだけではなく、長期的な影響を与えうる
ので、より効果的・効率的な教育施策の立案は大切

各種教育施策の効果の専門的・多角的な分析、検証に基づいた教
育政策の効果分析により、教育政策のエビデンスを蓄積する必要あ
り

教育政策は多岐にわたるが、その政策の目標をしっかりと立てて、デ
ータを収集し、因果関係を統計的に明らかにすることが重要

そのためにも、因果推論の方法をしっかりと学びましょう！

資料37
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資料38

資料40

- 72 -



11

参考文献

小黒一正（2017） 「教育予算を考える 「社会的収益率」を基準に」 RIETIコラム（
https://www.rieti.go.jp/jp/papers/contribution/oguro/09.html）

田中隆一・両角淳良（2019）「全国学力・学習状況調査の小学校別結果公表が児童の学力に与える影響について」
『フィナンシャルレビュー』 第141号, 24-43.

田中隆一（2020）「根拠を活用した教育政策へ向けて―自治体教育データを用いたクラスサイズ縮小効果の検証」
『社会保障研究』

Angrist and Lavy (1999) “Using Maimonides' Rule to Estimate the Effect of Class Size on Scholastic 
Achievement,” Quarterly Journal of Economics, Vol. 114, No. 2, 533-575

Bai, Yu and Ryuichi Tanaka (2023) “A long-run consequence of the relax-oriented education for labor market 
performances,” mimeo

Chetty, Raj; Friedman, John N.; and Jonah E. Rockoff (2014) “Measuring the Impacts of Teachers II: Teacher 
Value-Added and Student Outcomes in Adulthood” American Economic Review, vol. 104, no. 9, 2633-79.

Hanushek and Kimko,(2000) “Schooling, Labor-Force Quality, and the Growth of Nations,” American Economic 
Review, vol. 90, no. 5, pp. 1184-1208

Morozumi, Atsuyoshi and Ryuichi Tanaka (2020) “Should School-level Results of National Assessments be Made 
Public?” IZA Discussion Papers No. 13450, July 2020.

Oikawa, Masato; Tanaka, Ryuichi; Bessho, Shun-ichiro; and Haruko Noguchi (2022) “Do Class Size Reductions 
Protect Students from Infectious Disease? Lessons for Covid-19 Policy from Flu Epidemic in Tokyo 
Metropolitan Area” American Journal of Health Economics, vol. 8(4), pages 449-479

Psacharopoulos, George and Harry Anthony Patrinos (2018) “Returns to investment in education: a decennial 
review of the global literature,” Education Economics, Vol.26, 5, 445-458.

Tanaka, Ryuichi; Bessho, Shun-ichiro; Kawamura, Akira; Noguchi, Haruko; and Koichi Ushijima (2020) 
“Determinants of Teacher Value-added in Public Primary Schools: Evidence from Administrative Panel 
Data” IZA Discussion Papers No. 13146, April 2020.

Tanaka, Ryuichi and Tong Wang (2023) “How do Classmates Matter for Class Size Effects?” mimeo.

資料41

- 73 -


	8 49_田中_扉
	9 49_田中

